
1/24

一般社団法人日本溶接協会 ろう部会 技術委員会
平成30年度 第3回 先端材料接合委員

国際標準化の現状と日本の課題

東京ブレイズ株式会社

松 康太郎



2/24

ろう部会とは（協会HPより）

貴金属ろう部会は1965（昭和40）年に貴金属地金協会の会員14社によって設立さ

れ、ろう付技術向上に関する調査研究、ろう及びろう付技術に関する規格の審議・
JIS原案の作成、ろう付の専門誌「ぶれいず」の発刊、ろう付技術に関する講習会の

開催などの様々な活動を通して、ろうの品質向上、ろうのユーザの啓発、ろうの使用
分野普及に貢献してきました。

設立当初の部会構成員は、全て貴金属メーカであったため、部会名称は「貴金属ろ
う部会」として設立されました。 しかし、現在の部会の活動は、貴金属ろうを対象に
したものだけではなく、ろう付技術全般を対象とした活動となっています。 貴金属ろ
うメーカ以外からも部会員として参加いただくようになり、部会の名称変更の見直し
を行ってきました。

その結果、現在の活動実態及び部会員の構成に合わせて、部会名称を変更するこ
とが決まり平成20年4月1日から「ろう部会」として活動することとなりました。
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ろう部会の組織図（協会HPより）

2017年より「規格調査委員会」、「分析委員会」から「規格調査・分析委員会」となり
ました。
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規格調査・分析委員会の活動（協会HPより）

1. 会合は年4回開催を計画

2. 昨年改正されたろうの材料規格ISO 17672とろう材の現JIS(8規格)との相違を
整理して検討する。改正の骨子をまとめて草案を作成し、8規格をまとめた統一
のろう材規格としてJIS改正申請を行う。

3. JIS Z3191「ろう材の広がり試験方法」は原案作成委員会をフォローする。また対
応国際規格のISO 5179との相違が発生しているため、相違を解消すべく、現在
検討中の新規試験方法をとりまとめた上でISO TC44/SC13委員会(ろう材およ
びろう接プロセス)で新規提案を行う。JISでも同様に提案する。

4. ろうに関する国際会議に出席して材料開発動向や標準化動向を調査し、今後検
討すべきトピックスを精査する。

5. 分析方法のJIS Z3901「銀ろう分析方法」について、JIS改正申請を行う。

6. 委員会の中に分析に関するワーキンググループ（以下WG）を立ち上げる。（詳細
省略）

7. 分析法の標準化を推進すべく共同実験参加事業所の確保に努める。本委員会
の体制整 備のための啓発活動を行う。
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標準の目的
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標準の種類
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標準化の基本的意義
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国際標準をめぐる環境変化
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①WTO/TBT協定（貿易の技術的障壁に関する協定）



10/24

WTO/TBT協定で世界は変わった
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WTO/TBT協定で世界は変わった
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主な国際標準化機関
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各国のISO/IEC国際幹事引受数の推移
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②諸外国の戦略的な標準化活動
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中国における独自規格策定の動き

※ISO/IEC JTC 1とは、国際標準化機構 (ISO) と国際電気標準会議 (IEC) 

の第一合同技術委員会 (Joint Technical Committee 1) のこと。



16/24

③特許を含む国際標準の増加
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④マネジメント分野の標準化
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国際標準戦略
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日本の国際標準化活動

◼ 主体

経済産業省

日本工業標準調査会（JISC）

◼ 国際標準化に対する取り組み

ISO/IECへの参加と国際標準化提案

新事業創造型標準化制度

各国との国際協力の取り組み

人材育成
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国際標準化活動の人材育成

企業人材向け（ヤンプロ）
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国際標準化に対する企業人の意識
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国際標準化に対する企業人の意識
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世界市場における日本企業のシェアの推移
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日本の課題

日本が国際標準化戦略で成功している例は沢山ある
が、諸外国から比べると、まだまだ対応が不十分なと
ころも多い。

◼ 企業だけで国際標準化には取り組めないので、国
を挙げての取り組まなければならない。そのための
十分な予算と専門人材が必要。

◼ 企業が社内での専門家の重要性の認識と、待遇の
改善が必要。

◼ 国レベルでの国際標準化人材の育成が必須。


